様式第２号（第８条関係）
開発行為に関する意見書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　長崎県知事　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町長名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　長崎県土地利用指導要綱第８条の規定に基づく意見は、次のとおりです。
	事　業　者（申　出　人）
住　　所
氏名又は名称及び代表者氏名
	

	事　業　名
	

	開発予定地の所在及び地番
	

	事業目的（土地利用目的）
	

	開発予定地の総面積（実測・公簿）
	

	意　見
	別紙のとおり


  　（注）　事前協議の変更の場合は、変更に関係のない事項は意見を省略してよい。
別　紙
　(1) 土地利用計画等に対する適合性
	計画の名称
	計 画 の 概 要
	計画から見た当該区域の位置づけ

	国土利用計画
法第８条に基づ
く国土利用計画
（市町計画）
	計画期間
年　～　年
	（注）　既存計画に適合しない場合は、策定又は改定の取り組
みの見込み及び当該計画の位置付けに対する考え方等を
記述する。

	計　画
	計画期間
年　～　年
	（注）市町において定めている計画（市町振興計画等）がある場合について記述する。
○当該計画に適合しない場合は、計画変更等についての取り組みについての考え方を記述する。


　(2)　開発による効果
　　※　雇用（就労見込人員）、地元産業への波及効果その他事業効果に関する事項について、できるだけ具体的に記述すること。
　(3)　土地利用の規制に関する法令との関連性
	法　律　名
	関 連 事 項
	市町としての意見又は対応方針

	農業振興地域の整備に関する法律

	農用地区域の変
更又は区域内の開発行為

	

	農　　地　　法
	農　地　転　用
	

	森　　林　　法
	林　地　開　発
（含保安林）
	

	自 然 公 園 法
	区域内開発行為
	

	道　　路　　法
	市町道への
取　付　道　路
	

	その他の法律
	
	


（注）１　開発区域に含まれる土地の利用状況、法律に基づく規制区域等を申出書の添付図書及び

現地調査により確認し、該当する法令及び関連事項を記入する。
　　　２　１の結果を踏まえ、開発行為による土地利用の変更が市町行政の支障とならないか等

を検討し、市町としての意見又は対応を記述する（別表第２「事業計画の指導基準」を参照）。
　(4)　農林業投資受益地等の有無
　　※　農林業投資受益地等がある場合は、その実施状況及び市町としての対応を記述すること。
　(5)　当該土地利用に関連する公共・公益施設の現状及び整備予定との関連性
　　※　道路、河川、上水道、下水道、消防水利等の既存の公共施設等に及ぼす影響の有無及び影響

がある場合の市町としての対応策等について施設別に記述すること。
　(6)　自然環境保全、国土保全、災害及び公害防止等との関連性
　　※　当該開発区域及び周辺区域の自然環境、地形・地質、現況の土地利用の状況等からみて、自

然保護、国土保全、災害及び公害防止等の見地上、開発に適する地域であるかどうかについて

記述すること。
　(7)　歴史的風土の保存との関連性
　(8)　利害関係者、地域住民、関係機関等の意向
　(9)　総合判断
　　（注）開発行為に同意しがたい場合は、総合判断の欄にその理由を記述すること。
